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ユー ゴ労働者 自主管理における平等
柳 沢 敏 勝
1問 題の所在
1950年6月に ユー ゴス ラヴ ィアで制定 されたいわゆ る 「自主管理法」 の示 し
た理解 に従 えば,鉱 工業,運 輸 ・通信,商 業,農 林業,そ の他 の国営企業 の管
理 は,そ の構成員 であ るすべ ての労働者に よってお こなわれ る もの で あ った
(「自主管理法」第1,2条)ω。言 い換 えれ ば,そ れ までは国家経済計画に基づ く指
令の対象 でしかなか った企業体の管理 を,そ こで働 く者すべ ての手に委ね る こ
とを,50年の自主管理法は うた っていた。つ ま り,ユ ー ゴにおけ る 自主管理 と
は二重 の意味で 「自主的」 であった。ひ とつには,経 済計画の再末端の義 務遂
行機関 であるこ とを止めて 自立的経済単位 と規定 された とい う意味での 自主性
であ り,い まひ とつには企業構成員全員 に よる 自律的意思決定 とい う意味での
自主性 とである。 したが って,自 主管理企業 とは市場 において相互に結合 され
る独立採算 の組織体であ り,構 成員全員 に よる 自律的な意思決定 が最大限保証




暫定的なものであった){2}。そ して,個 々の組織体における構成員 間の関係は管 理
・被管理 とい う垂直的関係 から解放 された いわば水平的関係へ の転換が予定 さ
れ ていた。 この水平的な人 間関係を律す る原則は 自由 と平等 とであ る。それは
また,民 主主義に基 づ く自治 と言い換える こ と もで き る。格調高 く 「人間の
顔 」を した社会主義を高 らかに宣言 したfl58年共産主義者同盟綱領』は次の よ
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うに述べ てい る。
「ユー ゴス ラヴ ィアでは,労 働者 自主管理 と社会主義的 コン ミューンとを基
礎 として,社 会の新 しい政 治様式が形成 され る一般的過程,つ ま り社会的 自
治の機構に よって特徴づけ られ る過程が進 行している。 この過程 は,人 々の
間の社会経済的関係 と政治的関係 の領域 と,行 政管理の領域 とのふたつの方
向で発展 している。…… このふたつの過程 の うち前者は,企 業に おけ る経済
的関係 と民主主義的な 自主管理権 との発展に現われてい る。すなわち,生 産
者た ち相互の関係,ひ と りひ と りの生産者 と労働集団全体 との関係,労 働集
団 とコン ミュー ンもし くは コン ミュー ンの指導機関 との関係,と りわけ,一
方での労働集団 と勤労者個 々人 と,他 方での勤労人民の基礎的共 同体 として
の コン ミューン との関係に現われ てい る。……労働者評議会は社会的 自治の
民主主義的な経 済的お よび政治的機関であ り,直 接生産者 は,こ の機関を通
じて一 統一 的な社会経済計画の枠内で,ま た統一的経 済制度に表現 され た
共 同社会の全般的利益に応 じて一 自主的 に企業 を管理 し,生 産力の発展
に決定的に参加しなければならない。……企業 の労働者 管理は,生 産手段 の
所有の社会的性格の表現であ り,そ の確認で あ り,経 済 の管理に勤労人民が
直接に合体 し参加す る基本的な形態 であ る。」(3)
だが,こ の原則に則 るな らぽ企業内民主主義 は保証 され るで あ ろ う とい う
「幻想」が少なか らず存在 していた と指 摘 され る㈲。 しかし,自 由 と平等 とに
基づいて実現 され るはずの企業 内民主主義がなにゆえに 「幻想」 と規定 され な
ければな らなか ったのか。それは,自 由 ・平等の原則が どの よ うな組織 のあ り
方に表現 され なけれぽな らなか った のか とい う問題 とかかわ っている。労働者
自主管理 といえ ども組織体 であるか ぎ り,分 業 に基づ く協業は不 可避 であ り,
そ こにおいて機能 の専門化 と担 当者の特定化 は避け て通 ることのできない課題
であ る。だが,こ の機能の専門化が,ど の よ うな任務分担関係 として,ど の よ
うな ヒエラルキー として再 統合されなけれ ばならなか ったのか。 その場合に,
































の主権が第一 義的であ った。50年の 「自主管理法」 では明確に表現 され てはい
ないが,53年 「憲法的法律」においては この点がは っき りと意識 され,直 接生
産者 とい う規 定に明快に表現 され ていた⑲}。
だが しか し,憲 法修正XV条 は,こ の よ うな観 点からす る企業管理上 の労働
者優位を逆転 させ る可能性を個 々の企業に与えた。 とい うの も,指 導職個人や
そ の集団へ の権限委譲の 自由を認め るこ とは,専 門的管理者の集団であ る部長
会(kolegij=collegium)を正式の企業管理機関に格上げす ることを認 め た こ と
を意味す るからであ る。 この部長会は労働者主権 の原則か らして,そ れ までは
公式の管理機 関 とはみな されず,企 業長の単な る諮問機関 ・非公式集 団 と位置
づけ られ てきた。 したが って,こ の修正は政策立 案 とそ の 執 行 とを 司 る 「行
政」を専門的管理者の集団に委ね,そ の責任を労働 者評議会において問 うとい
う企業管理機構を公式 に認 めた ことを意味 した。 この管理機 構のあ りかたが企
業管理 の分権化,自 主管理 の直接化を うたいあげる65年企業 基本法 までの流れ
を逆転 させ る と考え られ たがゆえに こそ,社 会的 な混乱を惹起 す るこ とにな っ
た のである。
それでは,労 働者主権 を掲 げる 自主管理 において,平 等 とは何であった のか。
管理 の主体 と位置づけ られ た労働者たちは,何 を もって平等 と考えた のであろ
うか。本稿 では,68年の憲法修正をめ ぐって起 こった混乱の原因の一端が,自
主管理の基底にあ る平 等の原則をめ ぐる理 念 と現実 との乖離 にあ るとの仮説に
た って,平 等 の内実を労働 者たちが どのよ うに把握 してい るのか考 え,ま た平
等を組織的に どのよ うに表現 してい るのかを検討す る。
ωSlu髪benilistFNRJ,br.43,1950.(B。Bo頭ovi6,D.Da§i6ed。,SocialistSelf-
managementinYUgoslavia:Docttment,1980,pp.63-72.)
(2)例 え ば,岩 田 昌 征r現 代 社 会 主 義 の 新 地 平 』 日 本 評 論 社,1983年,第2,5章 。
(3)ProgrammeoftheLeagueofCommornistsofYugoslavia,STP,1981,pp.






胸ILO編 高 橋 正雄 他訳rユ ー ゴス ラ ヴ ィアの企 業に おけ る労 働老 自主管 理 』 至誠
堂,1974年,96-97頁。
{7)候補者 名 簿 は、労 働 組 合以 外 に も,そ の企 業 の 全 労働 者 の10分の1以 上 の署 名 を得
る こ とが で き るな らば 誰 で も作 成 ・提 出す る ことが で き る(自 主管 理法 」 第12,13
条)。 だ が,こ の 手 続 きを経 て労 働者 集 団 に候 補 者 名簿 が提 示 され る例 は きわ め て





















































素の忍耐強い政治的 ・イデオ ロギー的活動を通 じて解 決 され うる。」〔2}
この綱 領が以上 の よ'うに言 うよ うに,確 かに戦前 のユー ゴは農業立国であ り,
その点 からすれば,「大戦前の家父長的農業労働に従事 していた者に と っ て,
.工業労働は必ず しも直 ちにな じめ る労働内容,労 働慣 行ではな か っ た」(3)と指
摘 され るよ うに,生 産手段の国有化に依拠 して推 し進め られた戦後 の急速な工
業化政策に直ちに応ず ることがで きるほ どには,工 業労働者の洗練 が進 んでい
たわけでは ない。に もかかわ らず,戦 後四半世紀を経 るなかで,教 育水準の向
上,工 業労働者層の拡大 があった ことは表1,2からもあきらかであ り,そ の結
果 として工業 での労働生活の拡が りとそ こでの経験の蓄積 とが進 んだ と充分類
推す ることができる。 したが って,農 村 の伝統に基づ く多 くの遅れた思考様式
や,近 代社会主義経済に とって必ず しも充分 といえない専 門的知識 な どの問題
の多 くが,こ の四半世紀 のあいだにかな りの程度克服 された であろ うことは疑
いを入れない。しかし な が ら,「平等な勤労人民 の組織」 と綱領でいわれ る平
等 とは何を もっての平 等であ るのか。文字通 りに読む ならぽ,勤 労人民は平等
でなけれぽな らない ことになるが,そ の場合に平等を測 る基準は何に求め られ
るのか。政 治,社 会,経 済 の各領域においてその基準を設定す ることが できる
表1教 育水準別人ロ構成(%)
1953年 1971年
全 体 男 1女 全 司 男 1女
全 体 100 100 100 100 100 100
被教育経験なし,および
初等教育の1～3学 年 42.1 31.6 51.9 24.2 16.0 32.0
初等教育の4～7学年 46.0 52.8 40.0 42.3 43.8 41.0
初等教育 4.1 4.7 3.7 15.1 15.2 150
中等教育 6.6 9.9 3.5 15.2 20.9 10.0
高等教育および大学 α6 0.9 α3 2.8 4.0 1.7
不 明 0.6 0.1 0.6 0.4 0.1 0.3
出所:M.Ra曇evi6etaL,TheDeterminantsofLabeurEθrceParticiPationinYugoslavia,
1"L.O.,1978,P.42.
(注)こ の 数 値 は 学 齢 期 以 上 に あ る総 人 ロ に 占め る割 合 で あ り,在 学 者 総 数 に 占あ る 割 合 を 示 す も



















































であろ うが,こ こでは,自 主管理企業 におけ る平等について考察す ることを主
とす るため,企 業 内においての平等の判断基準に焦 点をあてることとす る。
'企業内
における平等は,賃 金について特に意識 され るよ うな経済的側面 と,
意思決定へ の関与 ない し決定権限 の保持 とい う社会 ・政治的側面 とに集約 され
るであろ う。r綱領』が指摘す るよ うに,も し 他 の人 々と平等な立場 を享受で
きない ときに紛争が発生す る とす るな らば,そ の紛 争は どの ような形態 の もと
に表 出す るのであろ うか。個人 あるいは小集団に よるさまざまな異議 申し立 て
の形態があ りうるが,最 終的な不満の表 出は,ス トライキであるω。 このス ト
ライキは,"般 的には,全 社的な ものではな く,5人 か ら50人ぐらいの,い わ
ば少数派によ る短期的な就業 拒否 であ る(あ る統計によると1日未満が把握した件
1数の3分の2を 占あるが,参 加人数は1967年以降,一 件当た り100人を超える傾向にあ
る一 表3,'4参照一)⑤ 。「通例,ス トライキのために掲げ られ る直接的な理 由
は,低 収入か,あ る特定 の執 行幹部(executives)との大 きな見解の相違 である。
==一一ゴのス トライキは,r異議申し立 ての就業中止』(protestingworkstoppages)
と称 され ているが,そ れは,カ ブチ ッチが指摘す る よ うに,r就業中止は満足
感が欠如 しているこ とにた いす る自発的 な表現であ る』 との理 由に よるもので
あ る。」⑥ ス トライキの原因 として,賃 金問題 と管理機関 の決定に対す る不満 と
を掲 げ るこの指摘の正 しさを,表5に よって確認す ることがで きる。す なわ ち,
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表3ス トライキ件数(1958-69年)
年 ス ト ラ イ キ 数 構 成 比(%) 参 加 人 数(人)
1958 38 1.6 不 明
1959 35 2.0 〃




1962 225 12.8 〃
1963 213 12.2 〃
1964 271 15.5 11,000
1965 231 13.2 9,000
1966 152 8.7 不 明










※ ぐ)内 の数字は参加人数を捕捉できなかったス トライキ件数である。したがって総数ぽ各年
度ともそれ以上になる。
出所蕊識踏癬'糎蕊 跳a～}蠕盟諏 忽 瓢 悟瀦鰐'。鑑、2葦罐l
l978,p.354.
(注)本 表はユー ゴで発生したス トライキ件数すべてを示すものではない。
表4ス トラ イキ 期 間(1966年1.月一一1969年8月30日)
ス トライキ期間 ス ・ライキ件数} % 参 加 人 数
〆
%
3時間未満 171 3▲6 18,149(11)※27.0
3～7時間 100 20.2 14,105(9)21.2
1労働日 117 23.7 13,717(4)20.6
2労働 日未満 22 4.4 2,868 4.3
2労働 日 39 8.0 5,812 &7
2労働 日以上 3 0.6 530 0.8
3労働 日 19 a8 7,902(1)11.9
4労働 日 16 L2 703 LO
4労働 日以上 17 a5 2,782 4.2
小 計 494 100.0 66,568(28)100.0
無 回 答 18 一 277(12)・
総 ・ 計 1512 一 66,845(40)
※ 駐 懇整竃摸擦麟 ∫㌶ 饗 琵 Σ殼 もかかわら龍 加人数が不晒 数であ・
出 所:N.Jovanov,eP.cit.,p.363.
(注)襟 あ漂 懇 ～1969年8n'e発生した牢 イキ件数を示して"ぴ 全件数を搬
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賃 金 に か かわ る問 題 とし て,低 個 人所 得;最 低 賃 金,賃 金支 払 い の 遅延,初 任
給引き下げの各項 目を挙げることができ,また,管理機関あるいは専門的管理
者へ の不満 として,管 理者 の官僚主義的態度,管 理機関 の決定,情 報 からの隔
離 労働強化,解 雇 ・降格 の各項 目を挙げ ることがで きる。そ して,ス トラ イ1
キが不満の 自然発生的な表 出である とす るな らば,そ のなかに は理念的に想定
された 自主管理 が充分実現 され ていない結果発生 した ものも含 まれ うる。 こ6
ため,あ る種 の小規模の 自発的 なス トライキは,普 通 の労働者が所与 の権 利を
行使で きな くなってい る状況を告発す る うえで有意義であ る,と の合意が,労
働組合や政府関係者のあいだに存在す る。 したが って,ス トライキは弾圧あ対
象ではな く,む しろ容認 され る傾向にあ り,ま た懲 罰は,ス トの リー ダーでは
な く,ス トが発生 した職場 ・企業の労働組合役 員や共産主義者同盟 の役員が対
象 とされ ることも稀ではない(7)。
表5か ら明 らかな よ うに,賃 金にかかわ る事項が,1966年1月か ら69年8月
表5ス トライキの直接的動機(1966年1月一1969年8月30日)
原 因 ス トライキ数 %1参 加 人 剰%
1.低個人所得 134 26.619,049(17)※28.6
2最 低賃金 14 2.8 1,245 1.8
3.個人所得配分 133 26.416,228(3)24.3
▲ 賃金支払の遅延 75 14〔9 8,223(4)12.3
5.初任給 の引下 39 7.8 6,571(3)9.9
6.労働 ソルマの強化 24 ▲8 1,975(1)3.0
τ 管理老の官僚圭義的態度 37 7.4 6,931(5)10.2
8.管理機関の決定 7 1.4 1,466 2.2
乳 誤情報 ・情報からの隔離 24 4.8 3,662(1)5.5
1α 解雇 ・降格 ・ 13 2.6 1,303 2.0
11.自主管理 への敵対 0 0 0 0
吃 企業外部からの介入 3 0.5 107 0.2
計1 503 1⇒6⑤659(34) 100.0
無 回 答1 9 一1 186(6) 一






























企 業 長 100 170 150 190 10 100 10 730
`
技 術 部 長 100 140 140 160 10 90 10 650
工 場 長 100 130 100 120 10 90 30 580
職 長 80 60 40 50 10 40 40 320
熟 練 機 織 工 50 40 一 40 35 30 40 235
半 熟 練 紡 績 工 30 20 一 20 30 10 40 150
販 売 部 長 100 130 100 140 10 90 10 580
経 理 職 員 100 100 50 90 10 80 10 440
ト ラ ッ ク 運 転 手 80 60 一 '70 30 40 40 320
掃 除 夫 20 10 一 10 40 10 40 130
出所:R.Bi6ani6,EeonomicPolicyinSociatistYugoslavia・CambridgeU・P・・1973・P・
109.
(注)本 表はザ グレブにある繊維企業の例 である。 この企業の従業員は2,800人で職務は440種に
分類されている。 この他に生産性 向上,費 用 削減な どに対 して割増制度がある。なお本表が
実施された年度は明らかではないが,本 文の文脈から考えて1958年頃 と考えられ る。
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表7鉱 工業におけ る教育水準別 ・熟練度別賃金格差(%)
(620)
1956い959 19611196311967
ホ ワイ ト ・カ ラー平 均 123.3 132.1 13▲8 130.9 116.5
高等教育終了者 190.6 202.6 206.8 198.5 177.4
中等教育終了者 114.4 119.2 118.0 NA. 114.9
初等教育終了者 85.3 84.6 83.8 105.0 86.8
ブルー ・カ ラー平 均 96.5 94.9 93.8 94.9 84.9
高度熟練労働者 151.0 1558 1546 148.0 134L4
熟 練 労 働 者 104.0 101.9 99.4 110.0 94.9
半熟練労働者 85.0 80.1 77.0 85.0 78.7
不熟練労働者 722 64.1 62.1 76.0 71.7
最高賃金一最低賃金格差 264.0 316.1 33軌1 261.1 247.4
出 所:H・M・Wachtel,W70rleers'ManagementandVVorkers'WagesinYugoslavia,Cornell
U.P.,1973,p.128.
(注)全 労 働 者 の 月 間 平 均 賃 金 を100と す る指 数 。
職務評価に基づ くポ イソ ト制に よる賃金表hgSO年代後半以降 ユー ゴにおいて
支配的であ る。それに基づけば,例 えば表6に 示 され る繊維企業では,割 増給
を除けば最 高一 最低 の賃 金格差は6倍 である。 ま た 熟 練 工 と半熟練工 とでは
1・.34倍の差があ る(ただし,この場合は織工と紡績工 という異種職務であ るため単純
な比較はできない)。 この6倍 の格差が妥 当な ものであるか否 かは,他 社 との比
較において労 働者たちが どの よ うに判 断してい るかに よって決 まる。では,所
得格差 はユー ゴにおいて どの程度 であ ったのか。第2次 産業 での教 育水準別 ・
熟練度 別の所得 格差 を示す のが表7で あ る。それに よると,総 じて ブルー ・カ
ラーよ りホ ワイ ト・カラーの所得水準 が高 く,そ れ ぞれ の範疇 内では最上位に
格付け され る層 と第2位 階層 との差 が著 しい点を特徴 としている。そ して1961
年 までは ブルー ・カラー,ホ ワイ ト・カラー の両者 の格差は拡大す る傾 向にあ,
ったし,そ れ ぞれ の範疇 内の各層聞の格差 も拡大す る傾向をみせていた。 また,
最 高所得 と最低所得ap格差は2.5倍か ら3.3倍の範囲内にあ ったが,こ の格差
も1961年までは拡大す る傾 向にあ り,そ れ以降縮小の傾向をみせ ている。業種
別の最高所得対最低所得 の格差の推 移は表8に よってみ ることができる。1965
年は2・・5倍か ら3・1倍,59年は2.2倍か ら4.0倍,61年は2.7倍か ら4.0倍,
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表8最 高賃金一最低賃金格差比率(%)
産 業 1956 19591196111963 19661967
電 力 306.2 335.3 342.0 292.3 275.2 268.0
石 炭 300.0 386.7 400.0 332.8 285.4 285.6
原油 ・石油製精 242.2 365.6 273.0 276.1 280.6 286.8
製 鉄 291.0 320.1 347.0 251.3 257.2 233.7
非 鉄 冶 金 261.5 365.5 365.0 272.2 262.8 267.9
非 金 属 鉱 業 272.1 326.6 361.0 311.1 275.7 277.2
金 属 製 品 253.2 307.8 300.0 265.8 243.0 257.6
造 船 267.1 333.0 293.0 218.2 267.3 271.6
電 気 製 品 271.6 314.6 315.0 254.5 265.8 249.0
化 学 250.6 307.5 308.0 275.0 256.7 286.8
建 材 259.7 396.6 359.0 262.5 288.3 274.3
木 材 254.9 314.4 340.0 286.7 254.5 239.7
製 紙 260.5 350.0 292.0 309.8 259.0 272.5
繊 維 278.9 328.4 327.0 269.9 279.2 255.5
皮 革 250.0 308.4 309.0 264.9 265.9 244.2
ゴ ム 298.7 312.3 303.0 229.1 257.7 239.7
食 品 254.7 330.3 332.0 278.5 263.5 243.2
印 刷 ・出 版 298.6 309.7 319.0 271.9 275.4 289.2
タ バ コ 252.1 215.5 310.0 245.5 235.8 246.6
出所:H.M.Wachtel,ψpcit.,P.129.
(注)各 産業 とも最高賃金の最低賃金に対する割合。1年 間の1人 当 り平均月間賃金が比率算出の
基礎。
63年は2.3倍か ら3.3倍,そして67年は2.3倍か ら2.9倍と,概 ね2～4倍の範
囲内にその格差が抑 えられてい る。教育 ・技能水準別所得 格差 と同様に,業 種
別 の最高 ・最低 格差 も61年を境 として,電 力 ・石炭 ・石油 ・鉄な どの重工業 を
筆頭にほぼすべ ての業種で,そ れ 以降縮小す る傾向をみせ ていることが この表
か らわかる。 と同時に,業 種間のバ ラつ きが減少 し,66年以 降,そ の 格 差 は
2.5倍か ら2.9倍の範 囲内に取敏 してい ることが も う一方 での特徴 であ る。
では,な ぜ61年を境 として格差 の拡大 ・縮 小が現われた のか。詳 し く論 じる
ことが ここでの直接の 目的ではないが,簡 単にみてお くな ら,そ の原因は所得
配分方式 および配分方 法決定権限の変更 とに求め ることがで きる。前 老につい
てみれば,61年までは,連 邦政府の指示 に より,教 育 ・技能水準別の9段 階の
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平均所得制度 が各企業に導入 され,教 育 ・技能水準別の統一的な横断的賃金 と
して平準化 され た結果,そ れ が固定賃金化す ることにな った。たが,9段 階区
分では粗雑す ぎ多様 な職務区分に対応で きなか った こと,お よび企業業績を何
ら反映す るこ とがで きなかった こと,こ の2つ の理 由に より企業独 自に職 務分
析 ・評鵬 基づく成羅 分方式が工夫され 企業業績噸 じた可変的難 部分
が登場 した。 したが って,61年までは個人所得は固定 部分 と可変部分 とか ら成
り立 っていたが,61年の時点で可変所得 部分は総個人所得 の9%を 占めていた。
だが,こ の可変所得は教 育水準や技能水準 の高い労働者 ほ ど総個人所得に占め






この ように,61年まで個人所得は2種 の範疇から構成 され るとい う特徴を も
っていたが,企 業業績に対応 す る可変部分が上位職位にあ る労働 者に厚 く分配
され る傾向が支配的 であ った。 したが って,9つ のカテ ゴ リーに区分 され た固
定賃金率の格差 を,こ の可変部分が一層拡大す る役割を担 っていたのであ る。
だが,61年には,最 低保障所 得の法的強制を除けば,個 人所得分 配方式の決定
は労働者評議会 固有 の権限 とな った。61年以降,最 低職務遂 行者 の個人所得水
準の底上げ と最 高位 者の所得の圧縮,そ して教 育 ・技能水準別格差 の縮小 の傾
向が表7か ら明 らかである。 そ うであるな らば,所 得配分方式 の決定権限の移
行が所得格差縮 少のきわめて大 きな要因であ った とい うことが できる。つ ま り
労働者評議会が労働者代表に よる代議機関であ り,そ れが所得 分配を決定で き
るよ うにな った ことに より,ふ つ うの労働 者たちが不公平 と考 えていた判断が
評議会に反 映 され,不 公平だ と思われていた所得部分が次第 に圧縮 された もの
.と考え ることがで きる。
だが,ひ とつ留意しなければな らない点があ る。所得格差の縮 小が どこまで
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許 容 され るか とい う点であ る。既 にみた よ うに,例 えば各年度の最高一 最低所
得 間格差 の最大値が61年を ピー クに下 が ってい るように,表8か ら格差の縮小
は確かである といえ るが;し か しそめ最 小値は2.0倍以下に は決 して下が らず,
む しろ2.5倍前後に取敏す るか の ように安定 してい る。そ うであ るならぽ;上
下間 の格差 の妥 当な範囲 として2.5倍前後が社会的に承認 され セい ること,つ
ま りその格差 が公平だ と判断 され てい ることをその ことは意味 してい るで あろ
う。 したが って,そ れは この最 高一最低の格差の範囲内にその他の職務間格差
の存在を も認 め ることを意味す るであろ う。そ うであ るがゆえに,以 上 のこ と
は,所 得格差の縮小 が 「同一企業全職務 同一賃金」な どとい う 「悪 しき平 等主
義」 に よって推 し進 められた ものでは決 してないこ とを物語 ってい る。 この点
は表9に よって も確認す ることがで きるGO「。 所得 の平準化 が社会主義社会 のひ
とつ の 目標なのか,そ れ とも能力に応 じて高い所得を獲得す るとい う競争上 の
機会 均等 が 目標なのか とい う選択肢を質 問者が設定 してしま うひ とつの限界を
























































注② 設問 「社会主義た りうるためのn一 ゴ社会 の発展方向とは」に対する回 答 と し て,A=所
得,生 活水準の平準化推進の方向,JB=能力に応 じた所得,高 生活水準獲得のための機会均等
拡大の方向,C=所 得,生 活水準の格差拡大,機 会不均等の拡大の方向。
注(3)熟練の違いは経験年数,資 格試験合格の相違に基づ く。専門家 とは,エ ンジニアリング,経
済分析,行 政 ・法律対策,企 業内教育,文 書扱者などの専門職を指す。管理者の、ヒエラルキー

























178.(石坂 巌 研 究会 訳 『自主管 理 企 業 の 組 織 と適 応』,時 潮 社,1982年,199ベ 一ー
ジ 。)
(?}労働 組 合お よび政 府 関 係 者か らの聴 取 りの結 果 とし て指摘 され てい る。F.Sing・
1eton&A.Topham,Workers,ControlinYugoslavia(FdbianResearchSeries
23S),1963,p●20.
⑧ ユ ー ゴでは 賃 金 と呼 ば れ ず,「 個 人所 得 」 とい う固有 の 名称 が与 え ら れ る。 それ
は コス トとし て計上 されず,税 金 や原 材 料 費 ・減 価償 却 費 な どの諸 経 営 費用 控 除後
に 残 った 資 金 を配 分す るか らだ とされ る。 また表6に 示 され る よ うに職 務評 価 に基
づ くポ イン ト制 が,57年 以 降,所 得分 配 の一 般 的形 式 であ る。 詳 し くは 次 の文献 を
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参 照 さ れ た い 。R.Bi&mi6,EconomicPelicyin&cidlistYugoslavia,Cambridge
U.P,,1973,pp.107-115.
⑨H.MWachtell,Workers,&が 伽 ヵαg醐 繊andVVorkers・VVagesin
Yugeslavia,ComellU.P.,1973,p.110.





企業内意思決定に参加す る場合,そ の企業 に課せ られ る課題 を 自らも負わな
けれ ばならない とい う リス クが生 じる。生産力の拡大 ・成長 を第1の 企業 目的
とした場合に,そ のこ とに よって もし失われ る価値 があるとす るなら,参 加者
に とってそれ が リス クとな る。表10は,経済成長 と社会的平等の促進 とは相入
れ ない課題 である との仮説 に基 づいて,ど の ような選択をす るのかを問 うた も
のであ るω。 無 回答者数 が多 いためデー タの信頼性が損われてい るが,に も拘
らず,ひ とつの特徴 を指摘す ることができ る。成長率が低 くとも,社 会的平等
が確保 され るぺ きである との人 々の判断 がおしなべて半数近 くを占め てい る点
であ る。 もちろん,先 進地域 とされ るス ロヴェニア,ク ロアチ ア両共和国では
他 の中進地 ・後進 地の人 々に比べ,社 会 的不平等を惹起して も成長を望む声が
大 き く,逆 に一番 経済的に遅れてい るとされ るモソテネグロ,マ ケ ドニアの両
共和 国 とコソボ 自治州(セ ルビア共和国内の自治州)で は逆の傾向が生 じてい る6
その点el=L-.一ゴめ経済成長を 占 うとい う意味で興味深い ところであ るが,表10
の示す ところか ら判断す るカ1ぎり,不 平等の拡大 が望 ましい ものと見倣 され て
いない ことは 明らかで ある。
だ が,企 業 内意思決定におけ る平等を考 える場 合には,こ こに示 され る認識
とは 異な る平等につい ての認識 を もた ざるを得ない。それは,経 済成長 のため
の リー ダーシ ップを誰が とるぺ きか との質問に対す る回答の示す ところを考え
るならば,社会的平等をいますこし異なったイメージで捉え直す必琴があるか







低 生、産 性 その他 無回答 計
ユー ゴ全体 32.2 45.7 2.4 19.7100.0
ボ ス ニア ・ヘ ル ツ ェ ゴヴ ィナ 2&1 46.1 0.9 24.9100.0
モンテネグロ 23.5 40.6 0.3 35.59乳9※
クロア チ ア 46.1 44.8 7.7 1.510〔L1※
マ ケ ドニ ア 23.2 45.9 0.8 30.1100.0
ス ロ ヴ ェニア 40.6 44.4 3.2 11.8100.0
・セル ビア 26.7 4&0 工2 241 100.0
ヴ ォイ ヴ ォデ ィナ 29.7 36.3 0.9 33.1100.0






等の拡大,平 等の促進と低生産性 とがそれぞれ親和的であるとの仮説に基づ く調査。
表11経 済成長に必要な リーダーシップを誰がとるASきか
(N=2,114)
回 答 者 自主管理機関 専門管理者 国家機関 共産主義者同盟
不熟練労働者 40.3 28.5 25.8 5.4=100%
熟練労働者 48.3 27.3 19.1 4.3
労働者評議会 42.9 42.3 11.8. 3.0
下級管理者 33.5 46.6 16.6 3.3
中級管理者 20.1 71.4 7.6 0.9
専 門 家 22.7 6&7 6.5 2.1





(注)1968年 調 査,対 象,15企 業,2,114人 。 質 問 「ど の 機 関(な い し 個 人)が 大 き な 役 割 を 演 ず

















教 育・技 能 水 ∋ 1956年 1960年い96昨 11972年
ホ ワ イ ト ・ カ ラ ー 25.4 23.8 2乳5 3▲5
大 学 3.5* 生2* &0* 6.8
高 等 職 業 専門学校** 一 一 一 生8
中 等 教 育 1L7 12.0 144 17.0
初 等 教 育 10.2 7.6 版1 5.9
ブルー ・カ ラー 746 76.2 70.5 65.5
高 度 熟 練 1生2 15.2 16.9 17.4
熟 練 3&2 40.4 3己4 3λ4
半 熟 練 1ag 13.4 乳6 8.8
不 熟 練 &3 7.2 &4 a7
徒 弟,見 習 い*** 一 一 α2 0.2
*高 等 職 業 専 門 学 校 修 了 老 を 含 む 。
糠 中 等 教 育 修 了者}こ対 し て 行 わ れ る職 業 訓 練 学 校 。





表13評 議 員の 職種 別 構 成 各年100%
職 種注)1968年1972年
{1)筋 肉 労 働 者59.553.7
(2)般 事 務 職 員14.214.4
(3}テ.クニ カル ・ス タ フ21.624.0
(4)'般 管 理 職 員4.57.7




{2}の〆ルー プは,一 般事務,会 計 ・簿記,人 事,電 話交換,タ イピス ト等に分類 され る業務
に従事する者を指す。
{3)のグルー プは,エ ンジニア リング,経 済分析(マ ーケテ ィン グ,会 計分析,統 計分析),
行政 ・法律対策,企 業内教育,文 書 ・図書扱者などの専門職を指す。
ωのグループは,管 理職位にある者(ユ ーゴでは指導職 と呼ばれる)を 指す。
表14管 理 委 員会 委員 の 技能 ・教 育水準 別 構 成(%)
1196・ 1965 1970
総 数(人) 51,261 49,794 46,994
ブル ー ・カ ラー 総 体 (6τ2) (61.9) (43.8)
高熟練労働者 19.3 19.7 1&2
熟 練 〃 34.8 31.0 20.0
半熟練 〃 &9 6.9 3.4
不熟練 〃 4.2 43 2.2
ホ ワ イ ト ・カ ラー総 体 (32.8) (3&1) (5&2)
高等一般教育 ・職業教育修了 11.0 13.8 27.8
中等 〃 15.0 17.4 22.9




強 い こ とを 例 外 とす れ ば,企 業 構 成 員 の 多 くの 層 が,政 党 お よ び 国 家 か ら 独 立
す る こ と こ そ が 自主 管 理 の 姿 で あ る とす る認 識 を も って い る と い え る(但 し,
表11では 回 答老 の各 グル ー プ の人 数が 示 され て い な い た め,と りわ け不 熟 練労 働 者お よ
び 熟練 労 働 老 の数 が示 され てい な いた め,企 業 構成 員 の多 くが この 認識 を もって い る と





調 査 ∋ 調査対象と調査地 ・調査年 已 響力醐 いと識 され棚 序
1.J'ジ ュ パ ノ ヴ
他
N=56人/ザ グレヴ,1963年1.企 業長2.部 門の長
2.V.ル ス N=218(1企業内)/ス ロヴ 1.部 長会(含企業長)
エニア1963年 2.管 理委員会3.専 門家
3.1.シ ペ ー ル 他 N=461/シサ ク1965年 '・鑓 長をはじめとする上縫
4.D.タ デ ィチ N=206/ザグレヴ1965年 1.業 務管理者(部 長会)
2.労働者評議会 管理委員会
5.R.ス ペ ク N=523(20企業)/ザ グレヴ 1.企 業長2.管 理委員会
1966年 3.専 門家
6.」.ジ ュ パ ノ ヴ 3企業/ク ロアチアの一都市 1.部 長会(含 企業長)
1966年 2.専 門家
3.同 盟員 ・労働組合役員
7.B.カ ヴ チ ッ N=1,990(92企業)ス ロヴ ェ 1.部 長会(含 企業長)
チ他 ニア1967年 2.管 理委&労 評
&J.ブ レキ チ 55企業/ク ロアチア1967年 1.企 業長2.管 理委
3.労 評4各 種監督者
,9.V.ル ス 1企業/ス ロヴェニア1967年1.部 長会
a管 理委員会 ・専門家
3.労 評
10.S.モ ジ ナ 他 N=200(20企業)/ス ロヴ ェ 1.企 業長2.部 長会
ニア1968年 3.専 門家
11.B.カ ヴ チ ッ N=590(4企 業)/ス ロヴ ェ 1.上 級管理者2.単 位長
チ他 ニア1968年 3.管 理委
12.B.カ ヴ チ ッ 100企業/ス ロ ヴェ ニア1969 1.企 業長2.部 門長
チ 年 3.単 位長4労 評
ノ
13.V.ル ス N=2,114(15企業)/1969年 1.企 業長a部 門長
3.専 門家
14ザ グレヴ経済 N=2,705(22企業)/1969年 1.企 業長 乳 労評
研 3.部 門長
15.Z.イ ェ リ チ ッ N=68(1企業)/ザ グレヴ 1.企 業長2.部 長会 ・専門家
,チ 1970年 3.管 理委
16.B.カ ヴ チ ッ 100企業/ス ロ ヴ ェニア1970 1.企 業長2.部 門長
チ他 年 3.単 位長 ・労評
17.N.パ ス ツ オ N=1,019(10企業)/全 国 1.企 業長2.部 長会
ヴ ィチ 1971年 3中 央労評
出所:T.A.Oleszczuk,op.cit,,PP.309-315より作 成 。
(注)部 長 会(Collegium・Kolegij)は,各部 門 の 長 に よ っ て 構 成 さ れ る企 業 長 の 諮 問 機 関 で,60
年 代 末 ま で 非 公 式 機 関。
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らば,企 業 の成 長政策 にかかわ る意思決定 のあ り方 との関係 のなかで平等 の も
つ意味が考え られ なければ ならない ことを意味す るであ ろ う。つ ま り,労 働 者
評議会が 自主管理において主役を果す ことが,従 来の官僚主義的企業管理を打
破し,企 業 内民主主義,ひ いては企業構成員間の平等を保障す ると考え られ た
がゆ えに こそ,こ の表 に示 された認識に よるか ぎ り,そ れ とは異 なる基 準で平
等について考えてみなけれ ぱな らない のであ る。
それ では,企 業管理上 の意思決定の主体は誰 であったのか。表15をみ るな ら
ば,そ れは,企 業長 と,68年までは非公式機関 とみな されていた 彼の諮問機 関















企 業 長 4481 4243 一 〇.24
上 級 管 理 者 ▲072 3,897 一 〇.18




共産主義者同盟 a435 ▲006 十 〇.57
,下 級 管 理 者 3,026 3,568 十 〇.54
労 働 組 合 λ907 4,074 十1.17
労 働 者 2,528 4,045 十1.52
出 所:T.A.Oleszczuk,o♪.cit.,P.160;originally;Pastuovi6,N.Distribucijautjecajau
privrednimorganizacijama,MedernaOrぼani2act/a,2-3.(1971)




















評 議会,専 門家,共 産主義者 同盟,下 級管理者の影響力が拡大 され るべ きであ
り,労 働組合 と労働者の影響力が実際には きわめて低いがゆえに大幅 な変更を
要す る。 これ が表16の物語 るところであ る。したが って,影 響 力の現実 のあ り
様に対 して,そ れは 自主管理の本来 の姿ではない との批判の表われ とみ る こと
がで きる。だが,労 働者評議会が最大 の影響力を行使すべ しとの イメージが企
業 内で支配的であ った とは この表 は必ず し も語 っていない。現実に認識 され て
`いる影響 力集団間の落差にみ られ るほ どの開きを,表 明された 「希望」 のなか
に見 出す ことが難 しいか らであ る。 それ では影響 力について労働者評議会 と専
門的管理者 との間では どのよ うな違 いを認め ることが できるのか。 これ が第2
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労働現場での作業内容 12.618.9 4.7 1.1 26.320.7 6.3 0.5
所得配分 12.724.625.6 1.716.9'6.4 3.5 0.5
住居割当 10.113.242.8 4.7 12.3 1.7 2.6 0.8
生産 ・販売 16.057.5 7.9 1.9 5.4 1.1 0.9 0.0
労働単位長の指名 30.3 15.124.1 3.5 9.2 4.5 3.1 0.5
労働者の採用 ・解雇 8.6 i3.835.4 2.2 22.8 4.4 3.3 1.2
専門管理老の採用 ・解雇 27.914.034.5 4.6 5.7 1.9 1.4 0.8
〆紛争処理
13.615.133.1 乳9 13.9 3.4 2.0 o.9
出 所:V・Rus,EnterprisePowe}Struct"re,in;J.Obradovi6etal.ed.,op.6露.,P.206.
(注)、 こ の 調 査 は1968年後 半 か ら1969年は じめ に か け て お こ な われ た 調 査 で,対 象 者2,114は人 で
あ っ た 。
表18評 議員の認識する企業経営各領域における決定力
問 題 領 域 春理㌶ 講 専門繍 額 雛 労 働 者
1長期計画 63 3 24 6 2 2(=100%)
2投 資 40 4 39 15 1 1
3労 働 ノルマ 18 18 57 5 一 2
4総労働時間計画 16 20 28 26 8 2
5住 宅(ア パー ト)割 当 16 1 14 53 14 2
6個人への金銭的援助 16 4 19 37 32 1
7所得分配基準 〔個人)設定 31 6 28 28 6 1
8自主管理機関への代表者選出 16 5 2 16 48 13
.9監督者の指名 39 1 8 34 16 2
10労働単位長の指名 30 8 22 22 12 6
11採用 ・解雇 13 19 26 36 5 1
12(「労使」の)紛 争処理 30 10 7 26 23 4
13(労働者問の)紛争処理 19 13 12 19 16 3
調 査 時:Jan.1973～Aprillg74.
調 査 名:「 労 働 組 織 に お け る集 団 的 紛 争 の 経 済 的 ・社 会 的 ・心 理 的 決 定 因 」




(注)必 ず し も100%に な っ て い な い 場 合 も あ る。
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管理者のあいだで一定 の役割分担がな され ている点 もかな り明らかに認 め るこ
とができる。 この両者 のそれぞれが行使す る影響力には固有 の領域があ る点に
つ いては,労 働者評議 会評議員 の認識 す るところをみて も明らかだ と思われ る。
表18がその ことを示 してい るが,そ こに おいて も,労 働者評議会が経営管理の
領域でかな り限定 した役割 しか果 していないこと,特 に技術的 ・専門的管理の
'領域で の役割がかな り低 い ことが語 られてい る
。
以上 の ことは何を意味しているのであろ うか。労働者 自主管理制度 の もとで
の意思決定上の平等 とは,労 働者が労働者評議会を通 じてあらゆ る領域に影響
'
力を行使す ることでは必ず しもない(5}。したが って,企 業管理に おいて一定 の
任 務分担 の存在が許 され るべ きであ る。 このよ うな考 え方が,以 上 の実態認識
を反 映 して労働者 自主管理のあ り方 をめ ぐって出され て きてい るのではないか。
あ る論者の次の よ うな指摘がそれを代表 してい るであ ろ う。
「各種 のプラン,ア イデ ィア,解 決策な どを執行 スタ ヅフや専門家 チームが
評議会や労働集団に提案し,次 いで,そ れ らの提案が生み出す ことにな るで
あろ う所得 の側面か ら,ま た それ らの提案が企業 内の個 々の カテ ゴ リーの人
人に とって意味す る ところに照 らしなが ら討論 され るよ うな 自主管理関係を
企業 内につ くり出す傾 向が,こ こ2～3年のユー ゴの理論 と実 践め双方の内に
,見 出され る。……労働者に よる管理 とは,基 本的な社会的生産関係 として,
また連 合した労働 の諸条件 および成果に労働者階級が行使す る力 として理解
;さ れなけれぽな らない。労働者管理は生産 の増進にかかわ る技術 的問題の領
域に おいて追求 され るべ きでは な く,生 産者 の個人的 ・社会的利益の実現の
領域において追求 され るべ きものであ る。」(6}
以上 の考え方 を裏づけ る資料 が表19であ る。そ こでは企業管理の責任主体 と
して企業 長,指 導職 とい う 「トップ ・マネジ メン ト」 が,企 業 内の業 務統括 と
企業の成長 ・安定 に最 も貢献す るだ ろ うから,そ れに見合 う責任(つまりコイン
の裏面としての権限)を 与 えられ るべ きだ との考えが明確に示 され ている(7}。と
りわけ,共 産主義者同盟 の企業内組織や労働組合の メソバーや一般の労働者は







の 構 成 員
指 導 職
一 般 の
労 働 者 平 均
企 業 長 26.7% 35.0 20.8 25.5
指 導 職(とくに部課長) 45.9 36.4 43.2 43.7
労 働 者 評 議 会 1▲4 17.3 19.5 16.7
管 理 委 員 会 3.1 ▲5 4.5 3.8
部 門 の 自主 管 理 機 関 0.9 0.4 1.2 1.0
企 業 全 体 3.1 2.3 5.5 3.9
政 治 的 組 織 0.5 0.5 L2 0.7
'無 回 答 5.4 3.6 41 ▲7
(回答者数) 893122・ 673 1,786
(注)1969年 に 公 表 。 対 象23企業 。
出所:MKamu§i6,EconomicEthciencyandWorkers'Self-management,in:Y"geslav
Werkers'Selfmanagement,(M.∫.Broekmeyered.),1970,p,101.
質 問:「 労 働 組 織(=企 業)の 業 務 と発 展 とに 最 も寄 与 し,最 大 の 責 任 を 与 え ら れ るぺ きは,ど の 機
関 か 」,に 対 す る 回 答 と し てg
表20自 らの職責に関する企業長自身の認識(%)
職 能 已 要でな・・1ある殿 鵠 きわめて聾 無 回 答
法律の守護者 1&3 40.0 4軌0 1.7
事業経営管理者 1.7 11.6 850 1.7
政党の伝導ベル ト 43.3 55.0 L7 0
労働者評議会の執行機関 5.0 30.0 61.7 3.3
労働老集団の リー ダー 11.7 65.0 23.3 0
調整老 33.3 38.3 26.7 1.7
出所:M.Kamu説,EconomicE伍ciencyandWorkers'Self・management,in:Yugoslav
Vaer鳶ets'Seif-management,(MJ.Broekrneyered.),1970,p.99.
本 調 査 は1968年4月,J.Zupanovに よ りな され た も の で あ る。
らだけにみ ることができるとい う訳で もない。企業長 自身が 自らの職 務遂行に
おいてどの側面 を最 も重視す るか とい う質問に答 えた デ ー タ(表20)が,表19
に示 された特徴 の コインの裏面を よ く表現している。その理 由は,企 業長 自身
が事業経営者としての機能を最も重要だと考える割合が著しく高いからである。
つまり,労働者評議会の単なる執行機関でもなければ,組織内の調整者でもな

























回 答 老 数(人) 893122・16731(L786)
出所:M.Kamu§i6,0p.cit.,P.100.
(注)質 問 「企業長に現在以上の責任を求める場合,彼 らの権限と自律性 とを拡大すべきと考える

















(3)拙稿rr経 営 参加 』 と 自主 管理 」 『明大 商 学 論叢i』,第63巻7・8号,1981年。
(4)60年代 に入 ってか ら=L-一ゴに社 会学 が 導入 され,多 くの意 識調 査 が行 なわ れ た。
そ れ らの結 果に つ い て数 多 くの 論文 が 発表 さて い るが,そ れ らの なか か ら英訳 した




V.ル スr産 業 民 主 主義 と 自主 管理 』(石 川晃 弘他 訳),合 同 出版,1980年。
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1983年。
㈲ この点 は,自 主管 理 それ 自体 に対 す る一 般 労 働者 の 無関 心 層 の存 在 と無 関 係で は
ない。 この点 に つ い ては 以下 の 論文 を 参照 され た い。
V.Rus,InfluencestructureinYugoslaventerprise,lndastrialRelations,VoL
IX,No.2,1970.
J.Obradovi6,ParticipationandworkattitudesinYugoslavia,Industriat
Relations,VoLIX,No.2,1970.
(6)D・Bi1andZi6,Workers,managementoffactories,S.T.P.,No.28,1967,PP.
44-46.
{7)M.Kamu§i6,Econom輌c斑ciencyandWorkers'Self・management,in:Yμgo5Z⑳
Workers'Self・management(MJ.Broekmeyered.),D.ReidelPublishingCom.
pany,1970,pp.96-104.
む す び
平等という概念が人々にどう認識されていたのか。そしてその認識に依拠し
て現実の自主管理を観察すれぽどのような姿が浮かんでくるのか。本稿では賃
金と意思決定とが企業内の平等をめぐる主要なふたつの側面と考え,この両者
について考察してきた。賃金問題について明らかになったことは,格差を生じ
ることが不平等を生み出すことを意味するのではなく,格差の程度が妥当か否
かという公平感に基づいて平等か否かが決まるという点であった。したがって,
格差の存在それ自体が平等か不平等かの基準には直ちにならない。だが,妥当
だと考えられる格差の範囲の決定権が労働者たちに帰属することが自主管理で
あるがゆえに,格差の 「公正さ」は意思決定のあ り様と深くかかわっているこ
とになる。
しかしながら,ここでの意思決定のあり様は国民経済の編成様式からの制約
を受けざるを得ないという問題がある。本稿ではほとんど触れることができな
かった点であるが,60年代初頭以降の開放経済推進の諸政策は自主管理企業に
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競争を強いることになった。そして,この点が専門的管理者への依存度を高め,
自主管理への無関心層を労働者の中に派生させたともいえる。この事情を背景
に,企業の意思決定において役割分担が生じたのだとすれば,本稿でみた役割
分担の是非を問う作業の延長線上には国民経済の編成様式も検討の対象となる。
意思決定に関する多 くの意識調査で明らかとなったことは,企業管理のうえ
で大きな影響力をもっているのは労働者ではなく実務家であることである。だ
が,そのことは直ちに決定権限上の不平等を意味しなかった。むしろ労働者自
主管理という制度において労働者の発言力が最大限保証される機購 と,意思決
定上の公平さについての認識との均衡のうえで平等が語られなければならなか
ったのである。
